
- 1 - 

 

第２期中期目標と第３期中期目標（たたき案）の比較検討資料                                                                資料 ２－１ 
行番号 第２期中期目標 

（ 旧 ） 

第３期中期目標 たたき案 

（ 新 ） 

検討内容 参考  目標に対する第２期の主な取組内容や実績等 

（第２期中期計画、年度計画、業務実績より） 

 重点目標 重点目標   

 (1) 教育の質の向上 (1) 教育の質の向上 

 

継続  

 (2) 特色ある研究の推進 (2) 復興支援等を含めた地域に貢献する教育研究の推進 

 

見直し  

 (3) 地域貢献活動の更なる推進 (3) グローバル化の推進 

 

見直し  

 Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標   

１ １ 教育に関する目標 １ 教育に関する目標 継続  

２ ○公立大学法人熊本県立大学は、次のような人材を育成する。 ○公立大学法人熊本県立大学は、次のような人材を育成する。   

３ ＜学士課程教育＞ ＜学士課程教育＞   

４ ・ 論理的な思考で自ら課題を抽出・分析し、創造的な解決策が提

示できる人材。また、総合的な判断ができる人材。 

・ 積極性、自律性、行動力を身につけ、社会状況の変化に柔軟に

対応できる人材。 

・ 地域社会や国際社会に興味・関心を持ち、多様性を認めること

ができる人材。また、コミュニケーション能力を持ち、協調性があ

り、社会において人的ネットワークを形成できる人材。 

・ 高い職業観を持ち、主体的に自らの職業人生を構想・設計でき

る人材。 

・ 論理的な思考かつグローバルな視点で自ら課題を抽出・分析

し、創造的な解決策が提示できる人材。また、総合的な判断がで

きる人材。 

・ 積極性、自律性、行動力を身につけ、社会状況の変化に柔軟に

対応できる人材。 

・ 地域社会や国際社会に興味・関心を持ち、多様性を認めること

ができる人材。また、コミュニケーション能力を持ち、協調性があ

り、社会において人的ネットワークを形成できる人材。 

・ 高い職業観を持ち、主体的に自らの職業人生を構想・設計でき

る人材。 

見直し 

重点目標のグローバル化の推進を踏まえ、下線部を

追加する。 

 

 

５ ＜大学院教育＞ ＜大学院教育＞   

６ ・ 国内外の諸課題の発見・解決のために専門的知識や能力を応

用できる人材。特に博士後期課程においては自立して研究を遂行

できる人材。 

・ 国内外の諸課題の発見・解決のために専門的知識や能力を応

用できる人材。特に博士後期課程においては自立して研究を遂行

できる人材。 

継続  

７ (１)入学者受入れに関する目標 (１)入学者受入れに関する目標 継続  

８ ① 適正な入学定員を設定するとともに、多様な選抜方法を活用し

て、各学部・研究科の入学者受入れ方針(アドミッション・ポリシー)

に沿った学生を確保する。 

① 適正な入学定員を設定するとともに、入学者受入れ方針(アドミ

ッション・ポリシー)に基づき、多様な選抜方法を活用して、大学が

求める学生を確保する。 

  また、大学のグローバル化の推進や人口減少社会に対応する

ため、外国人留学生の増加を図る。 

見直し、拡充 

・表現の見直し 

・復旧・復興４カ年戦略に掲げる「外国人留学生の増加」

を考慮し、下線部分を追加する。 

 

入学者アンケートや高校関係者等からの意見収集により

ニーズを把握し、試験科目等の見直し・変更を行った。 

実績では、志願者数を毎年度報告。 

９ ② 大学院では、学内からの優秀な進学者の確保に努めるととも

に、社会人や外国人留学生が学びやすい体制を整備し、受入れを

積極的に進める。 

② 大学院では、高度な専門知識及び研究能力の習得を目指す

意欲あふれる人材について、積極的かつ効果的な広報活動によ

り、学部卒業生や社会人など多様な分野からの受入れを推進す

る。 

見直し 

大学院における外国人留学生の増加は、上記①に

含まれるため、外国人留学生以外の大学院生の受入

れを推進する内容に変更する。 

大学院授業科目早期履修制度、大学院博士後期課程の

秋季入学制度、外国人留学生学費免除制度、水銀研究留

学生奨学金制度の導入に取り組んだ。 

１０ (２)教育内容・方法に関する目標 (２)教育内容・方法等に関する目標 

 

統合、名称変更     

   教員の能力向上や実施体制の内容を統合するの

で、「等」を追加する。 

 

１１ 

 

① 地域に学ぶことを重視し、実践的・総合的な教育を充実する。 

 

① 地域に学ぶことを重視し、実践的・総合的な教育を充実する。 

 

継続 

 

・全学共通教育の新カリキュラムを作成した。（Ｈ２７施行） 

・シラバス作成要領を改正した。 
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行番号 第２期中期目標 

（ 旧 ） 

第３期中期目標 たたき案 

（ 新 ） 

検討内容 参考  目標に対する第２期の主な取組内容や実績等 

（第２期中期計画、年度計画、業務実績より） 

・学生ＧＰ制度、大学ＣＯＣ事業等を活用して、地域の諸 

課題を題材とした教育研究に取り組んだ。 

・英語合宿を実施した。 

・食育推進プロジェクトを推進した。 

１２ 

 

 

 

 

② 学位授与の方針(ディプロマ・ポリシー)に基づき、教育課程編

成・実施の方針(カリキュラム・ポリシー)を明確にするとともに、そ

の方針に沿って教育課程の検証・見直しを行い、体系的な教育課

程を編成する。 

 

（統合） ⇒ 行番号１６ 統合 

   行番号１２の教育課程の検証、行番号１３の教育方 

 法の検証、行番号２４の客観的評価の運用、行番号２５ 

の学習意欲・教育効果の向上は、教育の質の向上とし 

て関連するため、まとめる。  

・カリキュラム・ポリシーを作成（明確化）し、公表した。 

・学部生と院生の交流等を実施した。 

・大学院では、複数教員指導体制を整備した。 

・大学院の環境共生学研究科に家庭科の専修免許課程を

設置した。 

１３ ③ 十分な教育効果が得られるよう教育方法の検証・見直しを行う

とともに、その結果に基づき、多様な教育方法を実施する。 

（統合） ⇒ 行番号１６ 統合 

   行番号１２の教育課程の検証、行番号１３の教育方 

 法の検証、行番号２４の客観的評価の運用、行番号２５ 

の学習意欲・教育効果の向上は、教育の質の向上とし 

て関連するため、まとめる。 

・ＳＡ制度を活用した。 

・もやいすと育成プログラムにおける授業では、双方向性 

に配慮した授業方法を導入した。 

・管理栄養士国家試験合格率９０％以上を目指し、カリキ 

ュラムや教育内容を見直した。 

１４ 

 

 

④ 地域企業や地域社会と連携したキャリア教育を確立し、学生

の就業力を向上させる取組を強化する。 

 

（移行） ⇒ 行番号 ３０ 見直し、移行 

地域企業や地域社会と連携したキャリア教育は第２ 

期の取組により確立したため、今後はそれを推進する

内容に見直す。また、就職に関することとして学生支援

に関する目標に移行する。 

・キャリアデザイン分野の「キャリア形成論」の位置づけを 

明確にした。 

・学生ＧＰ制度の定着と実質化に取り組んだ。 

・学生の資格取得を支援した。 

１５ （新設） ② グローバル化する社会に対応するため、英語をはじめとした

外国語の能力向上を図るとともに、国際的な視野と認識を高める

教育を充実する。 

 

新設 

   復旧・復興４カ年戦略に掲げる「グローバル化する社

会に対応するため、英語をはじめとした外国語の能力

向上を図る。」を考慮し、新設する。 

 

１６ （新設）  ※統合による。 ③ 学生の学修意欲や教育効果の向上につながるよう、教育課程

や教育方法の検証及び見直し等を行い、教育内容の質的向上を

図る。 

 

新設 

   行番号１２の教育課程の検証、行番号１３の教育方 

 法の検証、行番号２４の客観的評価の運用、行番号２５ 

 の学習意欲・教育効果の向上をまとめたもの。  

 

１７ （新設）  ※統合による。 ④ 大学の特性・専門性に応じた優秀な教員を確保する。 

また、学生のニーズや社会の要請に応えるため、教員一人一人

がより高い水準の教育研究を行うことができるよう能力を向上させ

る。 

新設 

   行番号２０の教員の能力向上と行番号６２の優秀な

教員の確保を統合し、内容を見直したもの。 

 

１８ （新設）  ※移行による。 ⑤ 教育研究の進展、社会の要請、学生のニーズに柔軟に応える

教育を行うため、必要な実施体制を整備する。 

 

新設 

   行番号２３を移行したもの。 

 

１９ (３)教員の能力に関する目標 （統合） ⇒ 行番号１０ 統合 

教育内容・方法に関する目標に統合する。 

 

２０ ① 教員一人一人が、教育を重視、充実することの重要性を認識

したうえで、社会の要請や学生のニーズに応える教育を行うことが

できるよう、教員の教育力を向上させる。 

（統合） ⇒ 行番号１７ 統合 

   教員の能力向上については、教員の確保と統合し、

教育内容・方法等に関する目標に移行する。 

・全学及び学部・学科・コース毎にＦＤに取り組んだ。 

・博士号を有していない教員に取得に向けた指導を行っ

た。 

２１ ② 教育の質の向上のため、教員の教育活動について、適切な評

価、改善を行う。 

（統合） ⇒ 行番号６１ 統合 

   行番号２１、行番号４１の教員の評価については、人

事に関する目標にまとめる。  

・学修評価の企画・実施を行う教学ＩＲ室を設置した。 

・授業評価アンケート等により教育改善を検討した。 

・もやいすと育成システムの評価尺度開発に取り組んだ。 
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行番号 第２期中期目標 

（ 旧 ） 

第３期中期目標 たたき案 

（ 新 ） 

検討内容 参考  目標に対する第２期の主な取組内容や実績等 

（第２期中期計画、年度計画、業務実績より） 

２２ (４)教育の実施体制等に関する目標 （統合） ⇒ 行番号１０ 統合 

教育内容・方法に関する目標に統合する。 

 

２３ 

 

① 教育研究の進展、社会の要請、学生のニーズに柔軟に応える

教育を行うため、必要な実施体制を整備する。 

（移行） ⇒ 行番号１８ 

 

移行 

   教育の内容・方法等に関する目標に移行する。 

    

・各学部において、将来構想について検討した。 

・総合管理学部は新カリキュラムを作成した。（H29施行） 

・大学院では複数教員による研究指導を実施した。 

２４ 

 

 

 

② 各授業科目の成績評価基準を明確化するとともに、導入した

客観的な評価方法を的確に運用し、教育の質を確保する。 

 

 

（統合） ⇒ 行番号１６ 統合 

   行番号１２の教育課程の検証、行番号１３の教育方 

 法の検証、行番号２４の客観的評価の運用、行番号２５ 

の学習意欲・教育効果の向上は、教育の質の向上とし 

て関連するため、まとめる。  

・毎年度、シラバスを点検し、必要な改善を行った。 

・英語教育においては、学部、学科毎に修得すべき英語

能力を明確にし、客観的検証を行った。また、英語英米文

学科では、個々の学生に対応した支援体制を作り、総合

的な英語運用能力向上を図った。 

２５ ③ 学生の学習意欲や教育効果の向上を図るため、学生の学習

環境を適切に整備する。 

（統合） ⇒ 行番号１６ 統合 

   行番号１２の教育課程の検証、行番号１３の教育方 

 法の検証、行番号２４の客観的評価の運用、行番号２５ 

の学習意欲・教育効果の向上は、教育の質の向上とし 

て関連するため、まとめる。 

・単位制度の実質化の観点から、文学部ではキャップ制

度を導入した。環境共生学部においては、キャップ制度

の代わりに、チューター制や学年担任制を導入した。 

・各種学生調査を分析し、学内で共有した。 

・もやいすと育成プログラムにおいて、学生が学習意欲を

持続させるための仕組みづくりに着手した。 

２６ （新設） (３)学生支援に関する目標 新設、名称変更 

   学生生活支援に関する目標を教育に関する目標に移

行し、名称を変更する。 

 

２７ （新設）  ※移行による。 ① 学生の自主性を育み人間的成長を促すため、ボランティア活

動や課外活動の活性化を図るとともに、必要な支援を行う。 

新設 

   行番号５１を移行し、内容を見直したもの。   

 

２８ （新設）  ※移行による。 ② 学生の進学や修学を支援する経済的支援体制を充実し、その

内容を積極的に公表する。 

新設 

   行番号５２を移行し、内容を見直したもの。 

 

２０ （新設）  ※移行による。 ③ 学生が安心して学生生活を送ることができるように、心身の健

康に関する相談・支援を行う。 

新設 

   行番号５３を移行し、内容を見直したもの。 

 

３０ （新設）  ※移行による。 ④ 地域企業や地域社会と連携したキャリア教育を推進し、学生の

就業力を向上させる。 

新設 

   行番号１４を移行し、内容を見直したもの。 

 

３１ （新設）  ※移行による。 ⑤ 学生が求める企業・就職情報の収集・提供による就職支援を

充実する。特に、県内企業と学生とのマッチングやインターンシッ

プを推進し、県内就職を促進する。 

新設 

   行番号５４を移行し、特に県内就職を促進する内容を

追加する。 

 

３２ ２ 研究に関する目標 ２ 研究に関する目標 継続  

３３ (１)目指すべき研究の方向に関する目標 (１)研究の方向に関する目標 名称変更   

   「目指すべき」を削除する。 

 

３４ 

 

 

① 人文科学・自然科学・社会科学の３分野を有する大学の特色

を生かし、学際的な研究や基礎研究を推進する。 

 

（統合） ⇒ 行番号３７ 統合 

行番号３４～３６の研究の推進については、内容が重

複する研究もあるため、まとめる。  

・有明海・不知火海流域圏における環境共生型産業に関

する研究を推進した。 

・地域の環境共生型社会の構築に関する研究を推進し

た。 

・地域社会の持続的な創造への枠組みに関する研究を推

進した。 

・言語・文学・文化の横断的研究を推進した。 

・教員に対し、科学研究費補助金への応募を義務化した。 
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行番号 第２期中期目標 

（ 旧 ） 

第３期中期目標 たたき案 

（ 新 ） 

検討内容 参考  目標に対する第２期の主な取組内容や実績等 

（第２期中期計画、年度計画、業務実績より） 

３５ ② 社会の要請に積極的に応えるため、地域課題の解決に役立

つ研究活動を推進する。 

（統合） ⇒ 行番号３７ 統合 

行番号３４～３６の研究の推進については、内容が重

複する研究もあるため、まとめる。  

・地域の環境共生型社会の構築に関する研究を推進し

た。 

・地域社会の持続的な創造への枠組みに関する研究を推

進した。 

３６ ③ 熊本県立大学として独自性のある研究の方向性を明確にした

うえで、推進する。 

（統合） ⇒ 行番号３７ 統合 

行番号３４～３６の研究の推進については、内容が重

複する研究もあるため、まとめる。  

・有明海・不知火海流域圏における環境共生型産業に関

する研究を推進した。 

３７ （新設）  ※統合による。 大学の特色ある教育や地域社会の発展のため、熊本県立大学

として独自性のある研究及び地域課題の解決に役立つ研究活動

を推進することとし、高い研究水準を目指す。  

新設 

   行番号３４～３６及び行番号３９をまとめて、内容を整

理したもの。 

 

３８ (２)目指すべき研究の水準に関する目標 （統合） 統合  

３９ 

 

研究成果が国内外で高く評価される水準を確保・維持する。 （統合） ⇒ 行番号３７ 統合 

   研究の水準の維持・確保については、研究の方向に

関する目標にまとめる。  

・国内外での学会発表を行う教員に旅費を支援した。 

・各研究を推進するため、外部資金を獲得した。 

４０ (３)研究の推進に関する目標 (２)研究の支援に関する目標 名称変更 

よりわかりやすい表現の名称に変更する。 

 

４１ 

 

① 研究水準の向上のため、教員の研究活動について適切な評

価・改善を行う。 

（統合） ⇒ 行番号６１ 統合 

 行番号２１、行番号４１の教員の評価については、人

事に関する目標にまとめる。  

・各学部において、教員の自己点検・評価により作成する

研究力向上計画の実績を教員にフィードバックし、研究活

動の促進を図った。 

・外部研究資金獲得に伴う間接経費を教員に配分する制

度を創った。 

４２ ② 優れた研究を推進するため、組織的な研究支援を促進し、効

果的な研究環境を整備する。 

優れた研究を推進するため、組織的な研究支援を促進する。 継続、内容見直し 

効果的な研究環境の整備は、地域連携・研究推進セ

ンターの整備により整ったため、目標に明記しない。今

後は、研究環境の整備も含めた組織的な研究支援を促

進する。 

・地域連携・研究推進センターに特任教授を 1名配置し

た。 

・全学的な教育・研究・地域貢献の取組を行う「ＣＯＣ推進

室」を設置した。 

・学術機関リポジトリを整備し、運用を開始した。 

４３ ３ 地域貢献に関する目標 ３ 地域貢献に関する目標 継続  

４４ (１) 県、市町村、企業その他の団体との連携を深め、それらの団

体を支援するシンクタンク機能を充実・強化する。 

(１) 県、市町村、企業その他の団体との連携を深め、それらの団

体を支援するシンクタンク機能を充実・強化する。 

継続 

   復旧・復興４カ年戦略でも、官民学の連携した取組の

促進を掲げている。大学COC事業、地域貢献研究事業

等 

・大学ＣＯＣ事業に採択されたことを受けて、「ＣＯＣ推進会

議」を創設し、「ＣＯＣ推進室」を設置（特任教授1名配置）

した。 

４５ (２) 大学・試験研究機関等との連携を強化して地域産業に関する

共同研究等を行い、研究成果の公表や現場への普及活動等を通

じて、研究成果を地域社会に役立てる。 

(２) 大学・試験研究機関等との連携を強化して地域産業に関する

共同研究等を行い、研究成果の公表や現場への普及活動等を通

じて、研究成果を地域社会に役立てる。 

継続 ・各研究について、公表した。（ＨＰ掲載、研究者ガイド印

刷） 

・ＣＯＣ事業の取組により、県南フードバレー構想を支援し

た。 

４６ (３) 県民の学習ニーズに応える取組を体系化し、県民の生涯学

習と専門職業人の継続的な職能開発の支援を充実・強化する。 

(３) 県民の学習ニーズに応えるため、生涯学習と専門職業人の継

続的な職能開発の支援を充実・強化する。 

継続、見直し 

   これまでの取組により体系化は済んでいるので、冒

頭部分を変更する。 

・県との連携による「農業アカデミー」のほか、授業公開講

座、各種公開講座、ＣＰＤプログラムを継続的に実施した。 

・九州で2カ所目の設置となる「認定看護管理者教育課程

（サードレベル）」を開設した。 
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行番号 第２期中期目標 

（ 旧 ） 

第３期中期目標 たたき案 

（ 新 ） 

検討内容 参考  目標に対する第２期の主な取組内容や実績等 

（第２期中期計画、年度計画、業務実績より） 

４７ ４ 国際化に関する目標 ４ 国際交流に関する目標 名称変更 

学生や研究者等の交流を図る内容となるため、「国

際交流」という表現に変更する。 

 

４８ (１) 学生に異文化への理解を促し、グローバルな視点から物事を

考える能力を身につけさせるため、学生の国際交流を推進する。 

 

(１) 学生に異文化への理解を促し、グローバルな視点から物事を

考える能力を身につけさせるため、学生の国際交流を推進する。 

  また、外国人留学生の受入れを促進するために、積極的かつ

効果的な情報発信や受入体制の充実を行う。 

継続・拡充 

復旧・復興４カ年戦略に掲げる「外国人留学生の増

加」を考慮し、下線部分を追加する。 

参考） 復旧・復興４カ年戦略では、学生の国際交流

や海外留学等の促進も掲げている。 

・協定校への研修派遣及び受入れ、交換留学生の派遣及

び受入れに取り組んだ。 

 

４９ (２) 研究水準の向上や教育内容の充実のため、諸外国の大学等

との連携を深め、研究者交流、国際共同研究等を推進する。 

(２) 研究水準の向上や教育内容の充実のため、諸外国の大学等

との連携を深め、研究者交流、国際共同研究等を推進する。 

継続 

 

・協定校をはじめとする海外大学とのシンポジウム等の開

催、学術交流、共同研究等を行った。 

５０ ５ 学生生活支援に関する目標 （移行） ⇒ 行番号２６ 移行 

学生生活支援は教育に関連する部分が多いため、

教育に関する目標に移行する。 

 

５１ (１) 学生の人間的成長がボランティア活動や課外活動で培われ

ることを重視して、こうした学生の活動を支援する。 

（移行） ⇒ 行番号２７ 移行、見直し 

   熊本地震等での経験を踏まえて、ボランティア活動等

の活性化を図ることとし、内容を見直して移行する。 

   

・課外活動及びボランティア活動等に関する指針を作成

し、学生の諸活動を支援した。 

５２ (２) 学業成績・人物ともに優秀な学生の進学や修学を支援する経

済的支援体制を充実し、その内容を積極的に公表する。 

（移行） ⇒ 行番号２８ 移行、見直し 

   熊本地震で被災した学生への授業料減免（成績要件

なし）をＨ２８年度から開始したため、内容を見直して移

行する。  

・奨学金制度及び授業料減免制度の見直しを行った。 

５３ (３) 学生が安心して学生生活を送ることができるように、心身の健

康保持のサポート体制等を充実・強化する。 

（移行） ⇒ 行番号２９ 移行、見直し 

   サポート体制の充実・強化は、これまでも取り組んで

きたため、記載内容を見直して移行する。  

 

・心身に障がいのある学生への修学支援に関する全学的

な指針、修学支援要領及び障害者差別解消法に基づく教

職員対応要領を作成した。 

・学生サポートのための保健体制の充実を図った。（保健

センターの移転改修整備、保健師数の増加） 

５４ (４) 学生が求める企業・就職情報の収集・提供を促進するなど、

就職支援を充実する。 

（移行） ⇒ 行番号３１ 移行、見直し 

   復旧・復興４カ年戦略に掲げる「県内就職率の維持・

向上」を考慮し、内容を見直して移行する。 

   

・就職支援セミナーを開催した。 

・言葉遣いやマナー等を指導する就職活動実践講座を開

講した。 

・学生ポータルサイト等を活用し、就職支援情報を提供し

た。 

・業界研究セミナーを実施した。 

・進路未決定者向けに、就活リスタート講座を開催した。 

・H27年度実績  就職率 94.2% （うち県内就職率 54.6%） 

 Ⅱ 業務運営の改善・効率化に関する目標 Ⅱ 業務運営の改善・効率化に関する目標   

５５ １ 大学運営の改善に関する目標 １ 大学運営の改善に関する目標 継続  

５６ (１) 理事長と学長のリーダーシップのもと、法人化後整備された

組織体制を生かし、社会状況の変化に迅速に対応する。 

理事長と学長のリーダーシップのもと、社会状況の変化に対応

するため、柔軟かつ機動的な大学運営を推進する。 

見直し 

法人化して１０年以上経過しているため、内容を見直

す。 

・理事会、経営会議、運営調整会議、教育研究会議に重

要案件を諮りながら、大学運営を行った。 

・熊本県立大学防災・減災ビジョンを策定した。 

５７ (２) 文書等の適正な管理と歴史資料として重要な文書の適切な

保存を行い、広く利用に供する。 

（廃止） 削除 

   文書管理にかかる関係規程も整っており、粛々と実

施する「取組」であるため、中期目標からは削除する。 

・文書管理規程に基づき、適切な管理を行った。 
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行番号 第２期中期目標 

（ 旧 ） 

第３期中期目標 たたき案 

（ 新 ） 

検討内容 参考  目標に対する第２期の主な取組内容や実績等 

（第２期中期計画、年度計画、業務実績より） 

５８ ２ 教育研究組織の見直しに関する目標 ２ 教育研究組織の見直しに関する目標 継続  

５９ 社会の要請に積極的に応えるため、学部学科、附属機関等の

教育研究組織のあり方について不断に検討し、必要に応じ適切に

見直す。 

社会の要請に積極的に応えるため、学部学科、附属機関等の

教育研究組織のあり方について不断に検討し、必要に応じ適切に

見直す。 

継続  

    

・総合管理学部のあり方検討委員会で検討し、総合管理

学部新カリキュラムを作成した。 

・学長を中心とした「教育戦略会議」を設置した。 

・全学教育推進センター、教学ＩＲ室を設置した。 

・各学部・学科において、将来構想を検討した。 

６０ ３ 人事の適正化に関する目標 ３ 人事に関する目標 名称変更 

   「適正化」という言葉を取る。 

 

６１ (１) 教育研究活動を活性化するため、事務職員の能力開発を推

進するとともに、教職員の適正な人事・評価を行う。 

 

機能的な大学運営を行うため、教職員の能力開発を推進すると

ともに、適正な人事・評価を行う。 

見直し 

   大学設置基準改正（S29.4施行）によりＳＤが義務化さ

れることを踏まえ、内容を見直す。 

・ＳＤ計画の検証・見直しを行い、毎年度ＳＤ研修を行っ

た。 

・任期付き採用教員のうち助教について、任期の定めの

ない教員への移行並びに内部昇任を可能とする規定を

設けた。 

・プロパー職員の採用計画を検討した。 

６２ (２) 専任教員の年齢のバランスに配慮しながら、博士号取得者の

教員採用等優れた人材の確保によって教育研究の活性化を図

る。 

（統合） ⇒ 行番号１７ 統合 

   優秀な教員の確保については、教員の能力向上と統

合し、教育内容・方法等に関する目標に移行する。 

・専門分野、職位、資格、年齢構成等を全学的に検討する

「枠取り」方式に基づく教員の採用を進めた。 

 

６３ ４ 事務等の効率化・合理化に関する目標 ４ 事務等の効率化・合理化に関する目標 継続  

６４ 事務の簡素化・合理化を進めるとともに、効率的な事務処理を

図る。 

事務の簡素化・合理化を進めるとともに、効率的な事務処理を

図る。 

継続 各種システム整備及び複合機一括調達によりコスト削減

等を行った。 

 Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 Ⅲ 財務内容の改善に関する目標   

６５ １ 自己収入の増加に関する目標 １ 自己収入の増加に関する目標 継続  

６６ 安定的な財政基盤を確立するため、授業料や外部教育研究資

金等の自己収入の確保に努める。 

安定的な財政基盤を確立するため、授業料や外部教育研究資

金等の自己収入の確保に努める。 

継続 ・他大学の授業料、入学金との比較検討を行った。 

・授業料の納期を2期制に移行した。 

・外部資金の確保を促進した。 

・県立大学未来基金への募集を行い、活用した。 

６７ ２ 経費の抑制に関する目標 ２ 経費の抑制に関する目標 継続  

６８ 既に実施している経費節減等の取組を検証しつつ、大学の業務

全般について更に効率的な運営に努め、経費の抑制を図る。 

既に実施している経費節減等の取組を検証しつつ、大学の業務

全般について更に効率的な運営に努め、経費の抑制を図る。 

 

継続 

 

・学内の大部分をLED照明に移行した。 

・蓄電機能を備えた太陽光発電事業を実施した。 

 Ⅳ 自己点検・評価及び情報提供に関する目標 Ⅳ 自己点検・評価及び情報提供に関する目標   

６９ １ 評価の充実に関する目標 １ 評価の充実に関する目標 継続  

７０ 自己点検・評価を定期的に実施するとともに、第三者機関の評

価を受け、これらの評価結果を教育研究や組織運営の改善に活

用するという組織的なマネジメントサイクルを充実させる。 

自己点検・評価を定期的に実施するとともに、第三者機関の評

価を受け、これらの評価結果を教育研究や組織運営の改善に活

用するという組織的なマネジメントサイクルを充実させる。 

 

継続 ・毎年度自己点検・評価を行い、公表した。 

・H28年度に認証評価を受審した。 

７１ ２ 情報公開、情報発信等の推進に関する目標 ２ 情報公開、情報発信等の推進に関する目標 継続  

７２ 教育研究活動等について国内外に十分認識されるよう、広報機

能を更に強化し、大学に関する情報を積極的かつ効果的に発信す

る。 

大学の組織運営及び教育研究活動等の実績等については、積

極的に情報を公開・発信し、社会への説明責任を果たすとともに、

大学の認知度を高める。 

見直し 

社会への説明責任を果たすための情報公開と、教育

研究活動等の様々な情報発信により大学の認知度を

高めるという内容に見直す。 

 

・教育研究活動に関するデータベースの再整備を行った。 

・ホームページで公表する大学院に関する情報について、

外国版を充実させた。研究者情報については検討中。 
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行番号 第２期中期目標 

（ 旧 ） 

第３期中期目標 たたき案 

（ 新 ） 

検討内容 参考  目標に対する第２期の主な取組内容や実績等 

（第２期中期計画、年度計画、業務実績より） 

 Ⅴ その他業務運営に関する重要目標 Ⅴ その他業務運営に関する重要目標   

７３ １ 施設設備の整備・活用等に関する目標 １ 施設設備の整備・活用等に関する目標 継続  

７４ 既存の施設や設備の適正な維持管理、計画的な整備改修を進

めるとともに、施設設備の有効活用を推進する。 

なお、整備改修に当たっては、ユニバーサルデザイン、環境保

全等に十分配慮する。 

既存の施設や設備の適正な維持管理、計画的な整備改修によ

り良好な教育研究環境を保持するとともに、施設設備の有効活用

を推進する。 

なお、整備改修に当たっては、バリアフリー・ユニバーサルデザ

イン、環境保全等に十分配慮する。 

継続、言葉の追加 

   整備改修の目的となる「良好な教育研究環境を保持

する」という言葉を追加する。 

   また、高齢者・障害者等を対象にしたバリアフリーとい

う言葉も追加する。 

・改修工事等は緊急性と必要性の高いものから選定して

実施した。 

 

７５ ２ 安全管理に関する目標 ２ 安全管理に関する目標 継続  

７６ (１) 防災対策、個人情報保護を含む情報セキュリティの強化等リ

スクマネジメントを充実させ、学生と教職員の安全確保に努める。 

 

（１）学生の個人情報をはじめとする情報管理及びリスク管理を徹

底する。 

また、自然災害や火災、設備事故等のあらゆる災害に備えて防

災対策を強化するとともに、大学における事業継続計画（BCP）を

策定する。 

継続、拡充 

   情報管理、リスク管理の徹底は重要な事項であるた

め、明記する。 

また、熊本地震の経験を踏まえて、防災対策を強化

するとともに、早期に復旧させるための方針、体制、手

順等を示した事業継続計画（BCP）の策定を追加する。 

・防災資材の備蓄を計画的に行った。 

・毎年、防災訓練を実施した。 

・熊本市との避難所施設利用に関する協定を締結した。 

・情報セキュリティポリシーを策定した。 

７７ 

 

(２) 教職員の心身の健康保持に努める。 （２） 教職員の心身の健康保持に努め、快適な職場環境の形成を

促進する。 

継続、見直し 

   心身の健康にも影響を及ぼす職場環境をより快適な

状態にするため、下線部分を追加する。 

・教職員の健康管理にかかる取組を実施した。 

・法整備による義務となったストレスチェック制度はＨ２８

年度実施予定。 

７８ ３ 人権に関する目標 ３ 人権に関する目標 継続  

７９ 人権尊重に関する啓発を推進し、人権が不当に侵害され、良好

な教育・研究・職場環境が損なわれることのないよう、全学的な取

組を進める。 

人権尊重に関する啓発を推進し、人権が不当に侵害され、良好

な教育・研究・職場環境が損なわれることのないよう、全学的な取

組を進める。 

継続 ・ハラスメントに関する外部相談員を設置した。 

 

 


